
が
果

価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必
要性、事業の進捗の見込

み、コスト縮減等）

再評価の視点
（投資効果等の事業の必
要性、事業の進捗の見込

み、コスト縮減等）

費用便益分析 貨幣換算が
困難な効果

等
による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必
要性、事業の進捗の見込

み、コスト縮減等）

:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
び主な根拠

誤

）
が困難な効果等に

担当課
（担当課長

名）
費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
貨幣換算が困難な効果等による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必
要性、事業の進捗の見込

み、コスト縮減等）

が
果

価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必
要性、事業の進捗の見込

み、コスト縮減等）

対応方針
担当課

（担当課長
名）

:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
び主な根拠

費用便益分析 貨幣換算が
困難な効果

等
による評価

が
果

価

貨幣換算が
困難な効果

等
による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必
要性、事業の進捗の見込

み、コスト縮減等）

対応方針
担当課

（担当課長
名）

:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
び主な根拠

費用便益分析

対応方針
担当課

（担当課長
名）

「個別公共事業の評価書（その２）－平成２２年度－」の正誤表

頁 正

15

事 
事業

業 名
主体

費用便益分析

費用:C
(億円)拠

Ｂ／Ｃ
貨幣換算 よる評価

担当
（担当

名

課 費用

貨幣換算した便益:B(億
総事業費
（億円）

便益の内訳及び

便益分析

円)

主な根拠

総事業費
（億円）

貨幣換算した便益:B

益の内訳及

(億円)

び主な根

課長
事 業 名
事業主体

便

岩瀬下関防災
都市再生機構

公園
16 21

【内訳】
　 　直接
　 　間接
【主な根
誘致距離
　　 誘致

利用価値
利用価値

拠】
 2.0km
圏人口 4

　 4億円
　17億円

.3万人

15 1.4
・鎌倉市の地
地として位置
する（有効避

域防災計画において、当該公
づけられる予定であり、有効
難面積：0.95㎡／人→2.08

園整備後、一次避
避難面積の確保に

㎡／人）

都市・
備局公
地・
（課長

難
資

地域整
園緑

景観課
 小林

昭）

岩瀬下
都市再

関防災公
生機構

園
16 25

【内訳】
　 　直接利用価値　
　 　間接利用価値　
【主な根拠】
誘致距離 2.0km
　　 誘致圏人口 4.3

17 1.4

都市・地域整
備局公園緑
地・景観課
（課長 小林

昭）

・鎌倉市の地域防災計画において、当該公園整備後、一次避難
地として位置づけられる予定であり、有効避難面積の確保に資
する（有効避難面積：0.95㎡／人→2.08㎡／人）

 5億円
20億円

万人

37

事 
事業

業 名
主体

該当

費用便

)

根拠

益分析

費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ

貨幣換算
困難な効

等
による評

対応方針
担当

（
課

担当課長
名）

総事
（億

業費
円）

貨幣換算し

便

た便益

益の内訳及

貨幣換基準
総事業費
（億円）

算した便益

便益の内

:B(億円

訳及び主な

事 業 名
事業主体

該当基準

流山ニュータ
水道事業
(千葉県流山
都市再生機構

ウン公共

市）
その

下

他 55 354

【内訳
生活環
公共用
浸水の
【主な
便益算
便益算

】
境の改善
水域の水
防除　　
算定根拠
定人口　
定面積　

　　　  
質保全   
　       
】
2.2万人
286ha

322億円
30億円
 2億円 165 2.1

良好な環境
の宅地環境
の整備に寄
与している

・開発宅地の浸
対する安全性と
活環境の確保が
る。残事業につ
H25に完了予定。
・開発事業と一
を進めることに
的な整備が可能

継続

水被害に
良好な生
期待でき
いても

体で事業
より効率

都市・
備

下水
下水道

課
（課長

宏

地域整
局
道部
事業

　岡久
史）

流山ニュータウ
水道事業
(千葉県流山市）
都市再生機構

ン公共下

その他 55 400

【内訳】
生活環境
公共用水
浸水の防
【主な算
便益算定
便益算定

165 2.4

良好な環境
の宅地環境
の整備に寄
与している

継続

都市・地域整
備局

下水道部
下水道事業

課
（課長　岡久

宏史）

の改善　　　  368億円
域の水質保全   30億円
除　　　        2億円
定根拠】
人口　2.2万人
面積　286ha

・開発宅地の浸水被害に
対する安全性と良好な生
活環境の確保が期待でき
る。残事業についても
H25に完了予定。
・開発事業と一体で事業
を進めることにより効率
的な整備が可能

37

事 
事業

業 名
主体

該当

費用便

根拠

)

益分析

費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ

貨幣換算
困難な効

等
による評

対応方針
担当

（
課

担当課長
名）

総事
（億

業費
円）

貨幣換算し

便

た便益

益の内訳及

貨幣換基準
総事業費
（億円）

便益の内

算した便益

訳及び主な

:B(億円
事 業 名
事業主体

該当基準

千葉ニュータ
水道事業
(千葉県印西
都市再生機構

ウン公共

市）
その

下

他 136 2,091

【内訳
生活環
公共用
浸水の
【主な
便益算
便益算

】
境の改善
水域の水
防除　　
算定根拠
定人口　
定面積　

　　　 1,
質保全   
　     　
】
4.5万人
1,320ha

420億円
255億円
416億円 977 2.1

良好な環境
の宅地環境
の整備に寄
与している

・開発宅地の浸
対する安全性と
活環境の確保が
る。残事業につ
H25に完了予定。
・開発事業と一
を進めることに
的な整備が可能

継続

水被害に
良好な生
期待でき
いても

体で事業
より効率

都市・
備

下水
下水道

課
（課長

宏

地域整
局
道部
事業

　岡久
史）

千葉ニュータウ
水道事業
(千葉県印西市）
都市再生機構

ン公共下

その他 136 1,963

【内訳】
生活環境
公共用水
浸水の防
【主な算
便益算定
便益算定

977 2.0

良好な環境
の宅地環境
の整備に寄
与している

継続

都市・地域整
備局

下水道部
下水道事業

課
（課長　岡久

宏史）

の改善　　　 1,420億円
域の水質保全   128億円
除　　　     　416億円
定根拠】
人口　4.5万人
面積　1,320ha

・開発宅地の浸水被害に
対する安全性と良好な生
活環境の確保が期待でき
る。残事業についても
H25に完了予定。
・開発事業と一体で事業
を進めることにより効率
的な整備が可能

37

事 
事業

業 名
主体

該当

費用便益分析

)

根拠

費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ

貨幣換算
困難な効

等
による評

対応方針
担当

（
課

担当課長
名）

総事
（億

業費
円）

貨幣換算し

便

た便益

益の内訳及

基準
総事業費
（億円）

貨幣換算した便益

便益の内

:B(億円

訳及び主な

事 業 名
事業主体

該当基準

国文ニュータ
水道事業
(大阪府茨木
都市再生機構

ウン公共

市・箕面市
その

下

)
他 21 343

【内訳
生活環
公共用
浸水の
【主な
便益算
便益算

】
境の改善
水域の水
防除　　
算定根拠
定人口　
定面積　

　　　  
質保全   
　       
】
2万人
375ha

221億円
57億円
65億円 76 4.5

良好な環境
の宅地環境
の整備に寄
与している

・開発宅地の浸
対する安全性と
活環境の確保が
る。残事業につ
H25に完了予定。
開発事業の変更
直しが必要
・開発事業と一
を進めることに
的な整備が可能

見直し継

水被害に
良好な生
期待でき
いても
ただし

に伴う見

体で事業
より効率

続

都市・
備

下水
下水道

課
（課長

宏

地域整
局
道部
事業

　岡久
史）

国文ニュータウ
水道事業
(大阪府茨木市・
都市再生機構

ン公共下

箕面市)
その他 21 302

【内訳】
生活環境
公共用水
浸水の防
【主な算
便益算定
便益算定

73 4.2

良好な環境
の宅地環境
の整備に寄
与している

見直し継続

都市・地域整
備局

下水道部
下水道事業

課
（課長　岡久

宏史）

・開発宅地の浸水被害に
対する安全性と良好な生
活環境の確保が期待でき
る。残事業についても
H25に完了予定。ただし
開発事業の変更に伴う見
直しが必要
・開発事業と一体で事業
を進めることにより効率
的な整備が可能

の改善　　　  215億円
域の水質保全   23億円
除　　　       64億円
定根拠】
人口　2万人
面積　375ha
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